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建築物の安全性の確保を図るための建築基準法等の一部を改正する法律案について

Ⅰ．趣旨
建築物の安全性の確保を図るため、都道府県知事による構造計算適合性判定の実施、指定

確認検査機関の欠格事由の拡充、建築物の構造耐力に関する建築基準法の規定に違反する建
築物の設計者等に対する罰則の強化、建築士が構造計算によって建築物の安全性を確かめた
場合における証明書の交付等の措置を講ずる。

Ⅱ．概要
１．建築基準法の一部改正
① 建築主事又は指定確認検査機関は、建築物の計画が一定の構造計算に係る基準に適合
するかどうかを審査する場合においては、都道府県知事の構造計算適合性判定を求めな
ければならないものとする。

② 都道府県知事は、その指定する者に構造計算適合性判定の全部又は一部を行わせるこ
とができることとする。

③ 確認に係る審査、構造計算適合性判定、中間検査及び完了検査は、国土交通大臣が定
める指針に従って行わなければならないものとする。

④ 階数が三以上である共同住宅の一定の工程について中間検査を義務付けるものとする。
⑤ 指定確認検査機関の指定に当たっては、関係特定行政庁の意見を聴かなければならな
いものとするとともに、欠格事由の拡充等を行う。

⑥ 特定行政庁は指定確認検査機関に対し立入検査等を行うことができることとするなど
、指定確認検査機関に対する監督の強化を行う。

⑦ 建築物の構造耐力に関する規定等に違反した建築物の設計者等は３年以下の懲役又は
３００万円以下の罰金に処する等罰則の強化を行う。

⑧ その他特定行政庁に対する関係書類の保存の義務付け、建築基準適合判定資格者の登
録の欠格事由の拡充等所要の改正を行う。

２．建築士法の一部改正
① 建築士免許の欠格事由及び建築士事務所の登録拒否事由の拡充を行う。
② 建築士に対する構造計算によって建築物の安全性を確かめた場合におけるその旨の証
明書の交付の義務付け、建築基準法に違反する行為の指示の禁止等を行う。

③ 建築士事務所の開設者の名義貸しの禁止等を行う。
④ その他建築士の不正行為に対する罰則の強化等所要の改正を行う。

３．建設業法の一部改正
① 建設工事の請負契約の当事者が瑕疵担保責任等に関する定めをするときについて、
その内容の請負契約への記載を義務付ける。

② 建設業者等の不正行為に対する罰則の強化を行う。

４．宅地建物取引業法の一部改正
① 宅地建物取引業者に対し、宅地又は建物の瑕疵を担保すべき責任の履行に関する保

証保険契約の締結等の措置の有無等の説明及び当該措置の内容を記載した書面の交付
を義務付ける。

② その他宅地建物取引業者等の不正行為に対する罰則の強化等所要の改正を行う。


